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山梨県のシンボル

春を告げる鳥として親しみ愛される鳥で、他の鳥
のひなを育てるという習性を持っているため「明
朗と慈愛」を表しています。　昭和39年6月制定

県の鳥 うぐいす

その葉は、秋、霜をうけて紅葉します。その様は
「山々の男ぶり見よ甲斐の秋」（虚子）などとよま
れています。 　昭和41年9月制定

県の木 かえで

きびしい富士の雪風に耐えて、つつましやかに咲く
花は「和と忍耐」を表しています。昭和29年制定

県の花 ふじざくら

高山のきびしい自然に耐えて生きているところが
「忍耐・努力」を表しています。  昭和39年6月制定

県の獣 かもしか
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山梨学院小学校2年　大代　花凛さんの作品です。

表紙の説明
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山梨ってどんな県？

平成26年度
全国3位	 77.8％

■森林面積割合（対総面積）

全国順位上位３位以内の主なものを
分野別に掲載しました。

自 然

平成29年度
全国1位	 2,357時間

■日照時間（年間）

安 全

平成29年
全国1位	 6,690ｔ

■すもも収穫量（年間）

平成29年
全国1位	 39,200ｔ

■もも収穫量（年間）

資料：作物統計調査（農林水産省）

平成28年
男性	全国1位	 73.21歳
女性	全国3位	 76.22歳

■健康寿命

平成27年度
全国2位	 34.7館

■博物館数
　（人口100万人当たり）

文 化

平成27年度
全国1位	 65.9館

■図書館数（人口100万人当たり）

平成27年度
全国2位	 585.7館

■公民館数（人口100万人当たり）

資料：統計でみる都道府県のすがた 2019（総務省統計局）

福祉・医療

平成28年度
全国2位	 11.6所

■老人福祉センター数
　（65歳以上人口10万人当たり）

平成29年度
全国1位	 3,721.7所

■消防水利数（人口10万人当たり）

農 業

資料：厚生科学審議会第11回健康日本21（第二次）推進専門委員会

平成29年
全国1位	 43,200ｔ

■ぶどう収穫量（年間）

平成29年
全国1位	 96事業所

■事業所数
　貴金属製装身具

工 業
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工 業

平成29年度
全国1位	 5,530㎘

■生産量
　日本ワイン

平成28年
全国1位	 43,999百万円

■出荷額（年間）
　ミネラルウォーター

平成27年〜29年平均
全国1位	 12,491円

■支出金額（1世帯当たり年間）
　書籍

平成28年
全国1位	 1時間45分

■1日の食事時間

平成28年
全国2位	 1.8％

■「ゲートボール」の行動者率（年間）

平成28年
全国1位	 2.0％

■「ボランティア活動」の行動者率（年間）
　（障害者を対象とした活動）

社会生活

資料： 家計調査（二人以上の世帯）「食料」品目別支出金額の都道府県庁所在市及び政令指定都市ランキング（統計調査課）

資料：平成28年 社会生活基本調査 結果報告書（統計調査課）

資料：果実酒製造業者実態調査（国税庁）

平成27年〜29年平均
全国1位	 1,309円

■支出金額（1世帯当たり年間）
　あさり

平成27年〜29年平均
全国1位	 6,557円

■支出金額（1世帯当たり年間）
　人間ドック等受診料

平成27年〜29年平均
全国2位	 9,334円

■支出金額（1世帯当たり年間）
　まぐろ

平成27年〜29年平均
全国1位	 2,033円

■支出金額（1世帯当たり年間）
　ヘアーカラーリング剤

資料：平成29年 工業統計調査（経済産業省）

家 計

平成27年〜29年平均
全国1位	 6,554円

■支出金額（1世帯当たり年間）
　ぶどう

平成27年〜29年平均
全国3位	 4,198円

■支出金額（1世帯当たり年間）
　もも

資料： 平成29年 家計調査 結果報告書〜山梨県の家計〜（統計調査課）
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〈山梨県土地利用現況把握調査〉

総面積
4,465.27㎢

水面・河川・水路 2.1％

道路 2.6％

宅地

78.2％

農地5.3

4.2

その他
7.6

森林原野等

％

％

％

※宅地については、地籍調査未了地域における縄のび補正を
　考慮していない数値
※異なる調査時点の数値を使用している地目等もある。

グラフでみるやまなし　自然・気象

本県は、富士山をはじめ南アルプス、八ヶ岳、奥秩父などを擁する日本でも有数の山岳県ですが、これらの山々の中から
ハイキングを楽しめる身近な山から本格的な登山向きの山まで多種多様な山を選び「山梨百名山」として紹介しています。

また、従来8月8日をやまなし「山の日」と定め、ふるさとの山や森を見つめ直し、その恩恵に感謝する日としてきました。
平成28年からは8月11日が祝日「山の日」となり、山に親しむ機会を得て、山の恩恵に感謝する日となりました。

〈甲府地方気象台「地上気象観測年統計値表」〉
※平年値は、昭和56年～平成22年まで30年間の平均値

＜甲 府＞

＜河口湖＞

降水量  平年
降水量  29年

平均気温  29年
平均気温  平年

降水量  平年
降水量  29年

平均気温  29年
平均気温  平年
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山梨県土地利用状況（平成29年10月１日） 月別平均気温と降水量（平成29年）

自然公園面積

公園名	 面積（km2）

富士箱根伊豆国立公園	 367.96

秩父多摩甲斐国立公園	 468.34

南アルプス国立公園	 182.86

八ヶ岳中信高原国定公園	 40.88

県立四尾連湖自然公園	 3.62

県立南アルプス巨摩自然公園	 148.41

総面積	 1212.07

〈山梨県森林環境部みどり自然課資料〉

主な山梨百名山・自然公園面積

赤岳 2,899m

権現岳
2,715m

国師ヶ岳
2,592m

大菩薩嶺
2,057m

小金沢山
2,014m

金峰山
2,599m

駒ヶ岳 2,967m
仙丈ヶ岳 
3,033m

大蔵高丸 1,781m

雁ケ腹摺山 
1,874m

御正体山 1,681m
本社ヶ丸 1,631m

三ツ峠山
　　1,785m

黒岳
1,793m

節刀ヶ岳
1,736m

富士山 3,776m

毛無山
1,964m

北岳 3,193m

間ノ岳
 3,190m

農鳥岳 3,026m

編笠山
2,524m

山 梨 県

秩父多摩甲斐国立公園

八ヶ岳中信高原国定公園

富士箱根伊豆国立公園

南アルプス国立公園

県立南アルプス巨摩自然公園

県立四尾連湖自然公園

七面山
1,989m

〈国土地理院HP参照（大蔵高丸及び本社ヶ丸については、（公社）やまなし観光推進機構HP参照）〉
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平成30年10月1日現在の人口は、81万8,391人となっています。
平成29年10月1日現在の人口を年齢別にみると、15歳未満人口9.9万人（12.0％）、15歳〜64歳人口47.9万人

（58.2％）、65歳以上人口24.5万人（29.8％）となっていて、平成7年以降65歳以上人口が15歳未満人口を上回り、平成
29年では本県人口の4分の1を超えています。

本県人口及び人口増加率の推移（大正9年〜平成30年）

年齢別人口の推移（大正9年〜平成29年） 本県と全国の65歳以上人口割合の推移（昭和30年〜平成29年）

 （％）

増　

加　

率

－5
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15

20

25

初めての国勢調査が行われた大正9年の人口は583,453人でしたが、以後増加を続け、昭和22年には807,251人と初めて80万人を記録。
その後減少したものの、昭和50年からは増加に転じ、平成12年に888,172人と最多となりました。しかし、平成17年には再び減少に転じました。

注）人口増加率は大正9年～平成27年は5年間の数値、平成28～30年は1年間の数値。そのため平成27年と平成28年は接続しない。

〈大正9年～平成27年は総務省「国勢調査」、平成28～30年は「山梨県常住人口調査」〉
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1年間の増加率

（年）

〈総務省「国勢調査」、平成28年以降は総務省「人口推計」〉
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27.7
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27.3
29.1

全　国
山梨県9 5 15 25 35 45 55 2 12 22 29

（年）
大
正

昭
和

平
成

24.5万人
（29.8%）

82.3万人

47.9万人
（58.2％）

9.9万人
（12.0％）

〈総務省「国勢調査」、平成29年は総務省「人口推計」〉

注）総数には年齢不詳を含む。

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90
（万人）

65歳以上
人口

15歳未満
人口

15歳～64歳
人口

人　口
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人　口

平成29年10月1日から平成30年9月30日までの人口の動きをみると、出生5,723人、死亡9,819人で、4,096人の自
然減となっています。また、転入者33,080人、転出者34,173人で、1,093人の社会減となっています。このうち、他都
道府県及び国外からの転入転出者数をみると、転入者17,584人、転出者18,366人となっており、東京都、神奈川県の転
入、転出が多くなっています。

人口動態の推移（各年ともに前年10月１日〜当年9月30日）

人口動態（平成29年10月1日〜30年９月末）

昭
和

（人）

〈山梨県常住人口調査〉

10,000

20,000

0

30,000

40,000

50,000

転入超過

34,173

33,080

転出超過

転出

転入

9,819

5,723

自然減少

自然増加

死亡

出生

15 16141312111098765432元63626160 平
成 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

（年）

出生
5,723人

死亡
9,819人

注）県内の転出入は除く。

（構成比については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が必ずしも一致しない。）

〈山梨県常住人口調査〉

転 入 転 出

長野県
4.9

静岡県
5.7

東京都
20.6

4.8

埼玉県
5.8

神奈川県
10.7

その他
4.8

千葉県

長野県
4.8
静岡県
6.9

東京都
27.8

5.3
埼玉県
6.5

神奈川県
12.8

千葉県
その他
5.1

中部
 地方
  18.8

関東地方
57.5

愛知県
2.6

その他
3.1

愛知県
3.5

その他
3.6

その他の地方
15.0

国外
8.7

29年10月～
30年9月
18,366人
（％）

国外
21.7

その他の地方
15.3

29年10月～
30年9月
17,584人
（％）

中部地方
16.4

関東地方
 46.6
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分類

平成27年度の県内総生産は、名目で3兆2,511億円で、前年度に比べて4.1％（1,267億円）の増加となりました。

1人当たり県民所得は278.5万円で、前年度に比べ10.7万円増加しました。また、1人当たり国民所得305.9万円を

100とした水準は91.0となり、前年度に比べて1.1ポイント上昇しました。

1人当たり県（国）民所得と国との水準の推移

県内総生産の推移及び経済成長率の推移（名目）

〈平成27年度県民経済計算〉注）1人当たり県民所得は、「県民雇用者報酬、財産所得、企業所得」により構成されている県民所得を総人口で除したものです。
したがって個人の給与や実収入額などとの比較はできません。

0
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70

80

90
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110

平成20 21 22 23 24 25 26 27（年度）
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500
（水準）（千円）

93.8
90.8

97.2 99.1
95.0 93.5

89.9 91.0

2,843 2,760 2,827 2,806 2,822
2,938 2,977 3,059

2,668
2,505

2,748 2,781 2,680 2,747 2,678
2,785

全　

国

山
梨
県

〈平成27年度県民経済計算〉

第三次産業 輸入品に課される税・関税等

経済成長率（国） 経済成長率（県）

第二次産業 第一次産業

（年度）
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

－10.0

－8.0

－6.0

－4.0

－2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0
（億円） （％）

平成20 21 22 23 24 25 26 27

3兆3,275億円 3兆0,887億円 3兆2,958億円 3兆2,814億円 3兆1,326億円 3兆0,884億円 3兆1,244億円 3兆2,511億円

－4.2

－7.2

6.7

－0.4

－4.5

－1.4
1.2

4.1

－4.1
－3.4

1.4

－1.1

0.2

2.6
2.1

2.8

556.77

538.51
553.49 544.70

563.34 551.46 520.26
550.73

181.77

86.24
119.19 173.06

179.42 198.81 253.40
152.63

20,919.67 20,760.11 20,635.02 20,602.33 20,090.53 19,155.90 19,144.00 19,674.59

11,616.88
9,502.35

11,649.82 11,493.64
10,492.80

10,977.44 11,325.94

12,132.88

経　済
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事業所

平成28年の事業所数は42,387事業所で、昭和61年までは増加してきましたが、その後減少しています。また、産業
別従業者数構成比をみると、製造業21.1％、卸売業,小売業19.5％、医療,福祉12.1％の順となっています。

本県の産業別就業者数をみると、昭和25年には、第1次産業が全体の59.2％を占めていましたが、平成27年には、第
1次産業は7.3％にまで減少し、この間に第3次産業が23.6％から64.3％へと増加しています。

民営事業所数及び従業者数の推移

産業別（３部門）就業者数（構成比）の推移 産業別従業者数構成比（平成28年）

46,790
47,901

44,084 44,056
42,387

昭
和

平
成 （年）

（人）（事業所）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

18

事業所数

従業者数

〈総務省「事業所・企業統計調査」〉
〈平成21年より「経済センサス」〉

注）事業内容等不詳事業所を除く。
　 平成21年において、調査手法の変更があったため、平成18年と平成21年は接続しない。

155,259

167,766

188,320

210,825

231,119237,954

259,491

286,654

324,143

360,818

381,061

358,642

368,215

349,227

360,731

380,250

367,195

366,543

366,320

33,566 35,277
39,017

43,354
45,641 46,414

49,261
52,386

54,878 54,396 53,857
51,244 50,662

47,035

35 38 41 44 47 50 53 56 61 3 8 11 13 16 21 24 26 28
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第3次産業第2次産業第1次産業

全国
平成27
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27
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2
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55

50

45
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（％）

昭和

平成

山　

梨　

県

就業者数（人）
357,134

366,930

372,691

368,574

390,752

380,941

398,448

418,121

439,634

462,065

456,191

440,233

406,062

55,757,100

注）分類不能の産業を除く。昭和25年には、14歳就業者を含む。
（構成比については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が必ずしも一致しない。）

（年）

〈総務省「国勢調査」〉

8.8

8.6 30.9 60.6

4.0 25.0 71.0

57.034.2

9.9 54.735.4

11.7 51.936.4

15.1 49.835.1

18.3 48.932.8

22.1 45.332.6

29.6 39.630.8

36.9 36.226.8

43.8 31.324.8

51.5 29.618.9

59.2 23.617.2

7.4 29.1 63.5

7.3 28.4 64.3 400,304

（構成比については、単位未満を四捨五入しているため、
総数と内訳の合計が必ずしも一致しない。）

〈総務省・経済産業省「経済センサス̶活動調査」〉

不動産業,
物品賃貸業 2.0％

電気・ガス・熱
供給・水道業 0.4％

鉱業,採石業,
砂利採取業 0.1％

金融業,保険業 2.4％

学術研究,専門・技術
サービス業 2.0％

医療,福祉

教育,学習
支援業 3.2％

運輸業,郵便業

サービス業
（他に分類され
ないもの）

12.1%

製造業
21.1%

卸売業,
小売業
19.5%

生活関連
サービス業,
娯楽業

複合サービス事業 1.2％ 情報通信業 1.1％
農林,漁業 0.8％

建設業

宿泊業,飲食
サービス業

平成28年
366,320人

7.1％

6.5％

4.9％

4.2％

11.5％



分類

平成28年の従業者4人以上の製造業の事業所数は1,764事業所、製造品出荷額等は2兆2,507億円で、平成27年と比
べ減少しました。従業者数は71,191人で、平成27年と比べ増加しました。

産業分類の改定により単純な比較はできませんが、産業分類別の製造品出荷額等をみると、昭和35年は繊維・衣服が
全体の約3分の1を占めていました。平成28年ははん用・生産用・業務用と電気・電子・情通の合計が全体の約6割を占
めています。

製造業における事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移（従業者4人以上の事業所）

9

工　業

従業者数製造品出荷額等 事業所数

〈経済産業省「工業統計調査」〉〈総務省・経済産業省「経済センサス̶活動調査」〉
注）27（28）以降の事業所数・従業者数については、（　）内の年次の数値である。

（人） （億円）（事業所）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成19 20 21 22 23 24 25 26 （年）

27,514 26,576 19,000 23,210 22,159 20,143

81,476 80,745

73,156 73,790
69,213 70,688

2,414
2,510

2,158 2,087
2,214

2,036

27（28） 28（29）

19,852 21,331 24,426 22,507

68,504 68,912 70,222 71,191

1,945 1,858

2,106

1,764

昭和35年
製造品出荷額等
409億円

繊維・衣服
32.0%

食料・飲料
24.7%

他産業
合計

電気2.4%
一般機械4.9%

精機
1.0%

35.0%
昭和60年

製造品出荷額等
17,661億円

繊維・
衣服
3.5%

食料・飲料
9.2%

他産業
合計

一般機械
16.5%

電気
37.2%

精機
5.5%

28.1%
平成28年

製造品出荷額等
22,507億円

繊維
1.6%

他産業
合計

はん用・
　生産用・
　　業務用
　　　36.8%

電気・電子・
情通　22.1%

25.2%

食料・飲料
14.3%

〈経済産業省「工業統計調査」〉〈総務省・経済産業省「経済センサス̶活動調査」〉

注1）平成14年3月の産業分類改定の主な内容として、「電気機械」は「電気機械」、「電子部品・デバイス」及び「情報通信機械」に分割された。
注2）平成19年11月の産業分類改定の主な内容として、「一般機械」が「はん用機械」、「生産用機械」及び「業務用機械」に分割されるとともに、
　　「精密機械」は「業務用機械」と「その他」に分割された。

産業別製造品出荷額等の構成の変化（従業者4人以上の事業所）
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工　業

平成28年の品目別製造品出荷額をみると、本県は数値が公表されている都道府県の中で、ミネラルウォーターの品
目で日本一となっており、全国の出荷額の約3割を占めています。

鉱工業指数の推移をみると、生産及び出荷は、平成24年Ⅰ期頃から低下しましたが、平成25年Ⅰ期頃から緩やかに
上昇し、平成28年Ⅲ期頃から上昇傾向にあります。

	鉱工業指数の推移（平成22年＝100  季節調整済）

製造品出荷額全国1位の品目と推移（従業者4人以上の事業所）（平成28年）

注）「その他」には、数値非公表の県を含む。

ミネラルウォーター

〈経済産業省「工業統計調査」〉〈総務省・経済産業省「経済センサス̶活動調査」〉

その他
37.1％

岐阜県
4.7％

山梨県
32.7％

静岡県
11.9％

全国製造品
出荷額

134,386百万円

長野県
5.0％

鹿児島県
8.6％

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28平成 （年）

（百万円）

山梨

全国

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

平成23 24 25 26 27 28 29
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

30

〈山梨県鉱工業指数〉
（年、期）

生産
出荷
在庫
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70

80

90

100

110
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130

140
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分類商　業

平成28年の卸・小売業数は9,999事業所、従業者数は71,342人、年間商品販売額は2兆295億円となっています。
業種別年間商品販売額の構成比の推移をみると、卸売業の割合が減少しています。平成28年では新たな業態である

無店舗小売業が2.0%となっています。

商業における事業所数・従業者数・年間商品販売額の推移

業種別年間商品販売額構成比の推移

その他
12.1％自動車・

自転車

織物・衣服・
身の回り品
3.3％

家具・じゅう器・
家庭用機械器具
　3.8％

飲食料品
12.9％

秘匿計
（各種商品及び繊維・衣料等）
3.3％

各種商品
5.4％

機械器具
11.2％

その他
14.2％

建築材料,
鉱物・金属
材料等
9.8％

飲食料品
17.7％

6.3％
小売業

卸売業

43.8％

56.2％

年間商品販売額
2兆3,046億円

平成6年

その他
15.5％

自動車・
自転車

織物・衣服・
身の回り品
3.1％

繊維・衣服等
1.5％家具・じゅう器・

機械器具
　3.1％

飲食料品
14.4％

各種商品 3.9％

機械器具
9.7％

その他
11.5％

建築材料,
鉱物・金属
材料等
15.0％

飲食料品
16.3％

5.9％

小売業

卸売業

46.0％

54.0％

年間商品販売額
1兆8,997億円

繊維・衣服等
0.8％

平成19年

その他
15.9％

織物・衣服・
身の回り品
2.6％

飲食料品
14.6％

各種商品 2.5％

各種商品 0.2％
無店舗 2.0％

機械器具
10.6％

機械器具
10.1％

その他
16.4％

建築材料,
鉱物・金属
材料等
11.1％

飲食料品
13.1％

小売業

卸売業

47.7％

52.3％

年間商品販売額
2兆295億円

〈経済産業省「商業統計調査」〉 〈経済産業省「商業統計調査」〉 〈総務省・経済産業省「経済センサスー活動調査」〉

平成28年

（構成比については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が必ずしも一致しない。）

〈経済産業省「商業統計調査」〉
〈総務省・経済産業省「経済センサス̶活動調査」〉

卸
売
業

従業者数 年間商品販売額

事業所数

小
売
業

従業者数 年間商品販売額

事業所数

6 9 11 14 16 19 24 26 28
0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平
成 （年） 6 9 11 14 16 19 24 26 28
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12.95

11.19

11.77

9.86

10.42 10.26

7.53

8.37

10.61

0

2

4

6

8
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12

14

10.09 10.05 9.87
9.42

8.96 8.73

7.32
7.75

9.69

21,262
19,048 20,464 18,307 18,458

17,077

12,266 13,108

17,656

2,492 2,291 2,653 2,398 2,392 2,252 1,760 1,846 2,321

52,287 51,459

55,964 57,113
53,599

51,503

40,218 40,954

53,686

12,243 11,306 11,387 10,743 9,969 9,028
6,519 6,321 7,678

（事業所・人） （千億円）（事業所・人） （千億円）
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農　業

平成27年の本県の農家数及び経営耕地面積（販売農家）は、それぞれ32,543戸、13,076haで、平成22年と比べ農家
数で4,262戸、経営耕地面積で1,834ha減少しています。

平成29年の農業産出額の割合は、果実が全体の63.3％を占め、次いで野菜13.6％、畜産8.6％、米6.7％、花き4.2％の
順となっています。また、果実のうち「ぶどう」「もも」「すもも」の収穫量は、日本一となっています。

ぶどう・もも・すももの収穫量（平成29年）

農業産出額の推移

農家数及び経営耕地面積（販売農家）の推移

福岡県

岡山県

山形県

長野県

山梨県

青森県

山形県

和歌山県

長野県

山梨県

山形県

和歌山県

長野県

福島県

山梨県

〈農林水産省「作物統計調査」〉

●ぶどう ●もも ●すもも

43,200

25,900

16,700

16,700

8,260

39,200

28,600

14,500

10,200

8,680

6,690

3,110

1,970

1,780

1,010

＜農林水産省「生産農業所得統計」＞

（億円）

1,200

1,000

800

600

400

200

0
平
成16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 （年）

その他

花き

野菜

畜産

果実

米
128

595

39

34
計940

81

63
29

平成
7年

平成
12年

平成
17年

平成
22年

平成
27年

農　

家　

数

経
営
耕
地
面
積（
販
売
農
家
）

〈農林水産省　世界農林業センサス・農林業センサス〉
販売農家　農家のうち、経営耕地面積が30アール以上又は過去1年間の農産物販売金額が50万円以上の農家をいう。
自給的農家　農家のうち、経営耕地面積が30アール未満で、かつ、過去1年間の農産物販売金額が50万円未満の農家をいう。
（端数処理により耕地面積の合計と内訳の合計は一致しない場合がある。）

0123456 （万戸） 0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 （万ha）

3,781
ha

3,288
ha

2,551
ha

10,749ha

9,585ha

8,677ha

30,074戸

26,480戸

22,529戸

6,203ha

5,471ha

4,722ha

17,181戸

16,261戸

17,192戸

47,255戸

42,741戸

39,721戸

20,733ha

18,344ha

15,949ha

2,546
ha

7,977ha20,043戸 4,387ha16,762戸36,805戸 14,910ha

自給的農家 販売農家 田 樹園地畑

2,194
ha

7,045ha17,020戸 3,837
ha15,523戸32,543戸 13,076ha
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分類

平成29年度の有効求職者数は、14万9,551人で、前年に比べて4,125人（2.7％）減少し、有効求人数は、21万140人で、
前年に比べて21,733人（11.5％）増加し、有効求人倍率は1.41倍で、前年に比べて0.18ポイントの増加となりました。

平成29年の労働時間をみると、労働者1人当たりの平均月間総実労働時間は151.0時間で、全国平均の148.4時間を
2.6時間上回っています。一方、月間現金給与総額は、330,408円で全国平均の367,951円を37,543円下回っています。

有効求人倍率・求職者数・求人数の推移

労働者1人当たり平均月間総実労働時間と現金給与総額の推移（30人以上の事業所）

〈山梨労働局職業安定部職業安定課資料〉注）新規学卒者を除き、パートタイムを含む。  各数値は原数値

有効求人倍率（全国）

有効求人倍率（ 県 ）

有効求職者数
有効求人数
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1.8

平成18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

1.06
1.02

0.77

0.45 0.56

0.68

0.82

0.97

1.11

1.23

1.39

1.54

1.11
1.04

0.74

0.43

0.59

0.62

0.66

0.82

0.93
1.00

1.23

1.41

178.5
164.9

135.9

104.3
119.9 124.8 133.8

154.1
163.6

164.9
188.4

210.1

160.8 158.6

184.0

243.0

204.6 202.6 202.9

188.4
176.3 164.5

153.7 149.6

（年度）

（千人） （倍）

平
均
月
間
総
実
労
働
時
間（
全
国
）

平
均
月
間
総
実
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働
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間（
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梨
県
）
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均
月
間
総
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労
働
時
間（
全
国
）
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働
時
間（
山
梨
県
）

（千円）

367,951円
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〈厚生労働省「毎月勤労統計調査」〉
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物　価

平成29年平均の甲府市の物価全体の変動を示す総合指数は、99.9（平成27年＝100）となりました。物価水準の地
域間の格差を示す地域差指数は98.9（全国平均＝100）となり、物価水準の最も高い東京都区部に比べ6.2ポイント低
くなっています。

平成29年平均の小売価格を昭和45年平均と比較すると、理髪料は7.50倍、ラーメン（外食）は6.02倍、新聞（地方紙・
朝刊）（1か月)は4.12倍などとなっています。

消費者物価指数の推移（各年平均）

消費者物価地域差指数（平成29年平均） 小売物価の比較（甲府市）

総
合
指
数（
平
成
27
年
＝
１
０
０
）

対
前
年
比
％

〈総務省「消費者物価指数」〉注）指数は平成27年を100とした。

総合指数（全国）
総合指数（甲府市）

対前年比（甲府市）
対前年比（全国）

－2

－1
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0.3
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0.0

2.2

ー1.2
ー1.0

ー0.5

平成16 17 18 19 20 21 22 23 24 （年）

0.00.1
0.4

0.6
0.80.7

0.5
0.3

ー0.1
ー0.4

2.72.7

全国100.4

甲府99.9

25 26 27 28 29
82
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全国順位

〈総務省「消費者物価指数」〉
注）全国平均を100とした持家の帰属家賃を除く総合指数

東京都区部

横浜市

さいたま市

長崎市

神戸市

甲府市

鹿児島市

長野市

佐賀市

奈良市

前橋市
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96.4

96.1
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〈総務省「小売物価統計調査」〉
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新
聞（
地
方
紙
・
朝
刊
）

　
　
（
1
か
月
）

4.12倍

3,093円

3.98倍

728円

牛
肉（
ロ
ー
ス
）

灯
油（
18
ℓ
）

3.83倍

1,382円

食
パ
ン（
1
㎏
）

3.74倍

419円

ガ
ソ
リ
ン（
レ
ギ
ュ
ラ
ー
1
ℓ
）

2.54倍

134円
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分類

勤労者世帯1世帯当たり年間収入・貯蓄・負債残高の推移（各年11月末日現在）

勤労者世帯1世帯当たり1か月間の支出（甲府市）

平成29年の甲府市における勤労者世帯1世帯当たり1か月間の実支出は419,040円で、所得税、住民税、年金掛金、健
康保険料などの非消費支出が24.8％（104,033円）、消費支出は全体の75.2％（315,007円）となっています。

平成26年における山梨県の勤労者世帯1世帯当たりの貯蓄現在高は1,131万4千円、負債現在高は515万3千円と
なっています。

山梨県

（年）

（万円）

－800

－600

－400

－200

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平成
11

16 21

全　国

（年）

（万円）

－800

－600

－400

－200

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平成
11

16 21 26

－510.2
－568.8

－510.7

1,072.5 1,029.0 1,077.8

824.8
697.6 691.9

－621.3
－699.6 －679.6 －700.3

1,178.5 1,203.7 1,177.9 1,179.0

802.5
746.2 714.3

〈総務省「全国消費実態調査」〉年間収入貯蓄高 負債高

1,131.4

26

－515.3

716.8 706.2

非消費支出

その他の消費支出

教養娯楽

教育

交通通信

保健医療

被服・履物

家具・家事

光熱水道

住居

食料

（円）

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

222120平成19

426,664

23

436,660

（年）24 25

418,000
400,285

362,508 367,922

396,803

〈総務省「家計調査」〉

26 27 28 29

441,868
423,654

413,452 419,040

家　計
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福祉・	医療

平成29年の本県の死亡者を主な死因別にみると、悪性新生物、心疾患、老衰の順となっています。
本県の健康寿命は、男性73.21歳で全国平均72.14歳を上回り全国第1位、女性76.22歳で全国平均74.79歳を上回り

全国第3位です。（健康寿命とは、国の健康増進計画である健康日本21（第二次）において、「健康上の問題で日常生活が
制限されることなく生活できる期間」と定義されています。）

男性

女性

＜厚生科学審議会第11回健康日本21（第二次）推進専門委員会＞

71 72 73 74

73.21

73.10

73.06

72.89

72.63

72.14

山梨県

埼玉県

愛知県

岐阜県

石川県

全国平均

（歳）

74 75 76 77

愛知県

三重県

山梨県

富山県

島根県

全国平均

1位

2位

3位

4位

5位

1位

2位

3位

4位

5位

（歳）

76.32

76.30

76.22

75.77

75.74

74.79

障害者雇用率等の推移（民間企業）（各年6月1日現在）

主な死因別死亡者数の推移

本県の障害者雇用率は平成29年6月1日現在1.95％であり、法定雇用率の2.0％を0.05ポイント下回っています。ま
た、法定雇用率を達成している企業は326社で、達成率は57.7％となっています。

平成30年8月1日現在の老人関係施設の入所者数は8,537人で、2年前より142人（1.7％）増加しています。また、施
設数は170施設で、平成20年と比べると53施設（45.3％）増加しています。

＜厚生労働省「人口動態統計」＞

0

500

1,000

1,500

脳血管疾患

悪性新生物

心疾患

老衰

（年）

肺炎

44 54 元 11 29平
成

昭
和 21

2,000

2,500

3,000
（人）

自殺

2,452

1,333

1,028

131

643
789

老人保健施設数

入所者数

特別養護老人ホーム施設数

軽費老人ホーム施設数

養護老人ホーム施設数

〈山梨県健康長寿推進課資料〉

軽費老人
ホーム
入所者数

特別養護
老人ホーム
入所者数

老人保健
施設
入所者数

養護老人
ホーム
入所者数

平成30年
入所者数
8,537人

5.3％
8.1％

30.0％
56.7％

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

20 22 24 26 28 30
0

1

2

3

4

5

6

7

8

9
（施設数） （千人）

平
成 （年）

12 12 12 12 12 11

60 63 77
87

101
113

30 31

31
31

31
31

15 15

15
15

15
15

7.6 7.7
8.0 8.2

8.4

8.5

（構成比については、単位未満を四
捨五入しているため、総数と内訳の
合計が必ずしも一致しない。）

〈山梨労働局職業安定部職業対策課資料〉

うち法定雇用率達成企業数
法定雇用率

調査対象企業数

雇用率

0

100

200

300

400

500

600

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

1.45 1.50
1.62 1.61

1.67 1.70
1.83

1.95

15 17 19 21 23 25 27 29

162 197
215 220 226 238

307
326

342

395
411 429

464
514

550
565

（％）

平
成 （年）

（社）

老人関係施設入所者数の推移（各年8月1日現在）

健康寿命（平成28年）
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社会生活

県内に住む10歳以上の男女の生活行動時間をみると、男性は仕事に費やす時間が、女性は家事に費やす時間が多くなって
いますが、前回調査時（平成23年）と比べると、男性の仕事に費やす時間は2分短く、女性の家事に費やす時間は6分長くなっ
ています。

学習・自己啓発・訓練の行動者率を年齢階級別でみると、全ての年齢階級で前回（平成23年）調査以上の率となっています。
ボランティア活動の行動者率は29.7％となっており、その他を除く全ての種類で全国を上回っています。

学習・自己啓発・訓練の行動者率（平成28年）

生活行動の種類別平均時間（平成28年）

ボランティア活動（平成28年）

ボランティア活動・社会参加活動 その他趣味・娯楽・スポーツ休養・くつろぎ

テレビ・ラジオ・新聞・雑誌  買い物育児介護・看護家事学業仕事通勤・通学食事身の回りの用事睡眠

女

男

そ
の
他

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動

社
会
参
加
活
動

趣
味
・
娯
楽

ス
ポ
ー
ツ

休
養

く
つ
ろ
ぎ

テ
レ
ビ

ラ
ジ
オ

新
聞

雑
誌

買
い
物

育
児

介
護
・
看
護

家
事

学
業

仕
事

通
勤
・
通
学

食
事

身
の
回
り
の

用
事

睡
眠

＜総務省「社会生活基本調査」＞

前回調査（平成23年）との比較（増減時間）
（時：分）

1:06 1:43 4:43
0:390:33

7：50

0:23 0:03

0:04 0:16

2:18 1:40 1:23

0:04

1:16

1:23 1:46 2:44 2:34
0:410:21

7：38

0:07 0:22

2:06 1:35 1:23

0:03

0:48

0:30

男 女

（分）

ー20
ー15
ー10
ー5
0
5
10
15
20

ー6
ー3

ー14

ー1 ー2 ー1
ー3 ー4 ー2 ー4

ー1

ー11

1 1

8 6
2 4

8

10 0 0 02 2 1

17

1
5

＜総務省「社会生活基本調査」＞

（％）

英語

英語以外の外国語

パソコンなどの情報処理

商業実務・ビジネス関係

介護関係

家政・家事

人文・社会・自然科学

芸術・文化

その他

10～14歳 15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上
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国
際
協
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他

＜総務省「社会生活基本調査」＞

（％）

行動者率（全国）
行動者率（山梨）
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※行動者率は、ボランティア
活動をした者（山梨29.7％、
全国26.0％）におけるデータ
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分類教　育

平成30年5月1日現在の児童・生徒数は、小学生40,848人、中学生22,020人、高校生24,592人となっており、児童・生
徒数は、前年度に比べて減少しています。また、教員1人当たりの児童・生徒数は、小学校で13.0人、中学校で11.8人と
なっています。

児童・生徒数の推移（各年5月1日現在）

教員数と教員1人当たりの児童・生徒数の推移

35 40 45 50 55 60 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 24 25 26 27 28 29 30（年度）
0

2

4

6

8

10

12
（万人）

2平成
昭
和

総人数
87,460人

小学校 40,848人

中学校 22,020人

23

高等学校 24,592人

＜文部科学省「学校基本調査」＞

0.0

5.0

10.0

15.0

（年度）

〈文部科学省「学校基本調査」〉

（人） （人）

（児童数／教員１人）小学校
教員1人当たりの児童数（右目盛）

22 23平成21
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24

2,015

1,337

14.9
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2,005
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14.7 14.4 14.2 13.9 13.7 13.5 13.3 13.01,298 1,273 1,261 1,246 1,231 1,225 1,207 1,201
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〈文部科学省「学校基本調査」〉

（人） （人）

（生徒数／教員１人）中学校

平成21

女
性
教
員

男
性
教
員

12.6 12.4 12.5 12.2
11.8

810 814 789 788 815

1,134 1,115 1,077 1,070 1,048
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分類

平成30年3月31日現在の低公害車保有台数は、ハイブリッド・プラグインハイブリッドが60,083台、電気・燃料電池・
CNG・メタノールが633台で、2年前に比べそれぞれ16,201台（36.9％）、161台（34.1％）増加しています。

平成29年度の太陽光発電設備の稼働状況は537,490kWで、平成24年度に比べ518,066kW、約27倍に増加しています。

交通・通信・エネルギー

（年）

〈自動車検査登録情報協会資料〉

ハイブリッド・
プラグインハイブリット（左目盛）
電気・燃料電池・
CNG・メタノール（右目盛）

276 553 961 1,889 3,180
7,682

15,999

30,074

43,882

60,083

12 14 16 18 20 22 24 26 28 30平
成

（台）（台）
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70,000
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57
93
117

134 129 129

197

332

472

633

自動車保有台数の推移（各年3月末日現在）

平成30年3月31日現在の本県の自動車保有台数は、757,546台で、2年前に比べて4,905台増加しています。自動車
新規登録台数は、29,001台で前年に比べ70台減少しています。

平成30年3月31日現在の携帯電話・ＰＨＳ契約数は856,877件で、前年に比べ9,280件減少しました。
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5

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 27 28 2926

〈山梨運輸支局資料〉※小型二輪含む。（軽自動車は含まない。）

29,001台

（万台）

（年度）平
成
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〈山梨運輸支局、山梨県軽自動車協会資料〉

（年）

（万台）

総数

乗用車

軽自動車

貨物自動車
その他 30,791台

45,564台

348,122台

333,069台

757,546台

平
成

自動車新規登録台数の推移

低公害車保有台数の推移（各年3月末日現在）

20 21 22 23 24 25 26
〈総務省総合通信基盤局資料〉※PHSも含む

（万件）

（年度）平
成

856,877件
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携帯電話契約数の推移

〈石油連盟「都道府県別販売実績」〉
（万kl）
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平成
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77.338.3 11.9 19.2 7.9

0 20 40 60 80 100 120

燃料油販売量の推移

〈資源エネルギー庁公表データ〉※固定価格買取制度による認定を受けた県内太陽光発電設備の稼働状況

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000
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82,580 440,376

94,570 498,625

99,095 537,490

5,931 0
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1,000kW以上（メガソーラー）

太陽光発電設備稼働状況（屋根置き含む）
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分類観光・国際交流

平成29年における旅券発行(者)数は21,403人で、前年に比べ1,281人（6.4％）増加しています。
平成29年12月末現在の県内の在留外国人数は15,636人で、国別にみると、中国が最も多く22.7％、次いでブラジル

17.3％、フィリピン13.0％の順となっています。
人口千人当たりの在留外国人は19.00人と全国平均の20.22人を下回るものの、全国第16位となっています。

〈山梨県パスポートセンター「旅券発行の概要」〉

女性

男性

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000
（人）

13,404

11,858
12,261

13,315

11,649
11,910

19平
成 20 21 22 23 24

（年）

12,476

10,683
11,656

12,770
12,210

11,851

25,880

22,541
23,917

26,085

23,859
23,761

25 26 27 28 29

19,481

9,838

9,643

17,606

8,802

8,804

17,739

8,732

9,007

20,122

9,774

10,348

21,403

10,631

10,772

平成29年に本県を訪れた観光客数は、延べ人数4,779.5万人で、本県の文化・歴史を求めて訪れる人が一番多く、次にスポーツ･レク
リェーションを求めて訪れる人が多くなっています。

本県で最も多く観光客が訪れるのは、季節では夏に、観光地では、富士山や富士五湖を中心とする富士北麓・東部圏域となっています。
平成29年の観光消費総額は、4,133億円となっています。

石和温泉
果実郷周辺

芸術の森
武田神社周辺

八ヶ岳高原周辺

富士山五合目

富士吉田・河口湖
三ツ峠周辺

（万人）0 100 200 300 400 500 600 700

615.8

386.9

259.4

240.7

208.5

〈山梨県観光入込客統計調査〉

主な観光地別観光客数（平成29年）

旅券発行数の推移

平成21年までは〈山梨県観光客動態調査〉　平成22年度からは〈山梨県観光入込客統計調査〉
（億円）0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

4,321
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3,967
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観光消費総額

〈法務省「在留外国人統計（旧登録外国人統計）」〉
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国別在留外国人割合

（構成比については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が必ずしも一致しない。）

県内在留外国人（旧外国人登録者）の推移

〈総務省  平成29年10月1日 現在人口推計〉〈法務省「在留外国人統計」〉
（人／人口千人）

全国平均

東京都
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群馬県

山梨県

岩手県

青森県

秋田県

1位

2位
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28.13

19.00
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4.01

3.81
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全国の在留外国人（人口千人当たり）（平成29年12月31日）

〈山梨県観光入込客統計調査〉

行祭事・
イベント

文化・歴史
　　21.1％

温泉・健康
スポ・レク

自然
17.4％

6.9％

8.7％

11.6％

その他
13.4％

20.9％
都市型観光

観光客数
4,779.5万人
（延べ人数）

注）平成21年までは実人数で集計されていたが、調査の変更に伴い、平成22年度以降は延べ人数での集計となっている。

観光分類別観光客数の割合（平成29年）

峡南圏域

〈山梨県観光入込客統計調査〉

峡中圏域
14.5％

峡東圏域
16.8％

峡北圏域
13.6％ 富士北麓・

東部圏域
48.2％観光地別 季節別

冬
16.4％

春
27.2％

秋
25.1％

夏
31.3％

6.9％

観光客数の割合（観光地別、季節別）（平成29年）

注）平成21年まで「山梨県観光客動態調査」、平成22年から全国共通基準に基づく「山梨県観光入込客統計調査」に変更。また、新基準の導入が平成22年4月のため、平成22年は年度集計（4
月〜3月）、平成23年以降は暦年集計（1月〜12月）となる。
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分類居住環境

平成25年の居住世帯のある住宅数は32万6,700戸、居住世帯のない住宅数は9万5,400戸となっています。
平成25年の本県の65歳以上の高齢者のいる世帯の割合をみると44.9％で、全国に比べて5.0ポイント高くなっています。
平成25年の本県の1住宅当たり延べ面積（専用住宅）は111.05㎡で、全国平均（92.97㎡）より18.08㎡多くなっており、全

国順位第20位となっています。

総世帯数

居住世帯なし

居住世帯あり

昭
和

平
成
〈総務省「住宅・土地統計調査」〉
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公害苦情件数の推移・公害苦情の具体的原因割合（平成29年度）

平成29年度の公害苦情件数は679件で、前年度に比べ180件減少しています。公害苦情件数を公害の種類別にみる
と、主な7つの公害に関する苦情が全体の56.7％を占めており、その中では、大気汚染、騒音、水質汚濁、悪臭の順となっ
ています。

〈環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」〉
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〈公害等調整委員会
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１人１日当たりごみ排出量と年間総排出量の推移

居住世帯の有無別住宅数・総世帯数の推移

〈総務省「住宅・土地統計調査」〉
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分類災害・事故

平成30年の交通事故発生件数は3,562件で、2年前と比べると775件減少し、死者数は37人で、2年前と比べると2人
増加しました。

飲酒運転事故発生件数は47件で、2年前と比べると6件減少し、死者数は2人で、2年前と比べると3人減少しました。

シートベルト着用状況別の四輪
乗車中の死者（平成30年）

〈県警交通企画課「交通年鑑」〉
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（構成比については、単位未満を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が必ずしも一致しない。）

平成29年に発生した火災は360件で、2年前と比べるとほぼ同数です。損害見積額は、6億3,968万円で2年前より
447万円減少しています。

また、平成29年中の月別火災発生件数では、12月が最も多く、出火原因別・出火件数では、たき火、たばこ、火入れ（枯
草焼き等）が多くなっています。

交通事故発生件数等の推移

〈県警交通企画課「交通年鑑」〉
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〈消防庁「消防統計」〉
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第 1 部（小学校 1・2 年生）

グローバルな視点で、実際にインタビューした
結果を３種類のグラフで分かりやすくまとめ
てありますね。

入賞作品集入賞作品集入賞作品集
山梨県統計グラフコンクール

第 66 回
（平成30年度）

　身近なこと、話題になっていること、気になったこと・・・
今年度も、たくさんのすばらしい作品が集まりました。

知事賞 山梨学院小学校２年　大代　花凛さん

教育長賞
山梨学院小学校２年　岩瀬　憲跳さん

身近な問題について、調査方法→予想・
理由→結果・グラフ→考察・感想という
流れで上手にまとめていますね。

教育長賞 山梨学院小学校２年　菊地　美晴さん

防災について、マークを使って
見やすくまとめてあり、結果に
対するコメントから思いが伝
わってきますね。
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第 2 部（小学校 3・4 年生）

山梨県統計グラフコンクール

知事賞 山梨学院小学校４年　飯干　結貴さん

身近な道路の交通量について、グラフを用
いて分かりやすく表しています。車が棒
グラフになるなど、アイデアも豊かです。

テーマにあった彩り豊かなポ
スターで、統計グラフだけでな
く、色に関わる話題も豊富で興
味深いですね。

入選 山梨学院小学校２年　石橋　歩果さん 入選 山梨学院小学校２年　白戸　健太郎さん

折れ線グラフや表を見やすくレ
イアウトしてあって、今年の夏の
暑さが一目で伝わってきますね。

教育長賞 山梨学院小学校４年　深沢　柚希さん

自分にとってのあこがれの職
業である保育士について丁寧
にまとめています。イラスト
も可愛らしく、優しい気持ちに
させてくれる作品です。

自分が住んでいる町について、丁寧
に調査をしてグラフにまとめていま
す。イラストも豊富で、町に対する
愛着が伝わってきます。

教育長賞
山梨学院小学校４年　　野　純伶さん
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第 3 部（小学校 5・6 年生）

新聞記事の内容に関心をもち、丁寧に
結果をまとめています。文字数や紙面
の面積を比較した点もユニークです。

山梨の特産品を世界へ届けたいとい
うメッセージが伝わってくる作品に
仕上がっています。様々な調査結果
を上手にレイアウトしています。

入選 山梨学院小学校３年　花輪　紀一郎さん 入選 山梨学院小学校４年　小池　楓さん

円グラフと棒グラフを効果的に
使用し、分かりやすくまとめてい
ます。素朴な疑問からスタート
し、自分の考えをしっかりと導き
出すことができました。

教育長賞 甲府市立相川小学校５年　井村　聡悠さん

入選 甲府市立大国小学校５年　関本　結絆さん

小中学生に人気のある競技を様々なグ
ラフで示しています。色々な競技の
ボールやキャラクターが、グラフと上
手に組み合わされています。

世界地図とグラフを組み合わせること
で、恐竜の種類ごとの分布が分かるよ
うに工夫されています。タイトルもイ
ンパクトがあり、個性が感じられます。

入選
山梨学院小学校５年

末木　琉偉さん
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知事賞 山梨大学教育学部附属中学校３年　石原　永実菜さん

第 4 部（中学生）

入選 北杜市立甲陵中学校２年　坂口　七海さん

入選
山梨学院中学校３年　八田　妃花さん

教育長賞
山梨学院中学校１年　末木　優衣さん

沢山の情報を多様なグラフを活用して見やすく表現
し、アンケートでは少数意見も紹介するなど興味をひ
く内容ですね。

ミネラルウォーターに関する情報やアンケート
調査結果を、多様なグラフを使って見やすく表
現していますね。

ワインボトルをグラフにする
などの工夫がされており、非常
にデザイン性の高い作品です。
各種のグラフも適切で、丁寧に
まとめられています。

山梨県の図書館の充実ぶりや利
用状況が伝わるように、図書館ら
しいデザインで分かりやすくま
とめていますね。

教育長賞
山梨大学教育学部附属中学校３年

上田　歩実さん

喫煙とガンの関係について、２種
類のデータを比較しやすいグラ
フにまとめてあり、健康推進を呼
びかけていますね。
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パソコン統計グラフの部（小学生以上）

知事賞 山梨学院中学校２年　小俣　大翔さん

パソコンの機能を十分に生かして、緻密な分析
と的確な考察がなされています。また、視覚的
にも非常に見やすく構成されています。

教育長賞
山梨学院中学校１年　古屋　朋秀さん

グラフに立体感を持たせ、多角
的・多面的な視点で分析した結
果、パソコンをうまく活用して
表現されています。

まさに今年の夏を象徴する作
品であり、猛暑の中、教室で学
ぶ生徒自身が説得力を持って
訴えかける作品です。

教育長賞
山梨学院中学校２年　清水　優圭さん

入選
山梨大学教育学部附属中学校２年

吉原　李音さん

全体的なインパクトもありデザ
イン性が高く、見る者へ訴えかけ
る工夫もされています。また、考
察も的確に書かれています。

入選
山梨学院中学校３年　片桐　有彩さん

実際に聞き取り調査を行い、結果を踏ま
えてさらにインタビューをしています。
また、用いられているグラフも適切です。
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各部門佳作

第 ２ 部 山梨学院小学校３年
岩田　悠助さん

第 ２ 部 山梨学院小学校３年
成宮　寿哉さん

第 １ 部 山梨学院小学校２年
古屋　絵梨果さん

第 ２ 部 山梨学院小学校３年
武井　心暖さん

第 １ 部 山梨学院小学校２年
齋藤　壱成さん

第 ２ 部 山梨学院小学校４年
片桐　帆乃美さん

第 １ 部 山梨学院小学校２年　
遠藤　紗さん

第 4 部 駿台甲府中学校１年
横田　葵さん

第 4 部 山梨学院中学校１年
　村　俊太さん
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　山梨県統計グラフコンクールは、統計グラフの作成を通して、皆さんに統計を理解し、親しんで

いただくことを目的として毎年開催しており、昭和２８年に第１回のコンクールがスタートして

から、今年で６６回目となりました。

　今回は７３７点の応募がありましたが、この作品集には、各部門の知事賞４点、教育長賞９点、

入選１０点、佳作１７点の計４０点を掲載してあります。

パソコン統計グラフの部
甲府市立甲府商業高等学校１年
笹本　葉月さん

パソコン統計グラフの部
北杜市立甲陵高等学校２年
古田　健作さん

パソコン統計グラフの部
北杜市立甲陵中学校２年
依田　にこさん

パソコン統計グラフの部
山梨学院中学校３年
池田　杏梨さん

第 4 部 山梨学院中学校２年
千葉　優月さん

第 5 部 山梨県立かえで支援学校高等部２年
古屋　宇基さん

第 4 部 山梨学院中学校３年
相川　莉穂さん

第 5 部 山梨県立かえで支援学校高等部２年
中澤　宏斗さん
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